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第 1条 この細則は，被収容者処遇規則（昭和 56年法務省令第 59号。以

下「処遇規則j という。）に基づき，福岡出入国在留管理局の収容場（那

覇支局の収容場を含む。以下同じ。）に収容されている者（以下「被収容

者Jという。）の人権を尊重しつつ，その処遇について適正な運用を期す

ため必要な事項を定めるものとする。

（看守責任者）

第2条 看守勤務の入国警備官の長（以下「看守責任者j という 。）は，処

遇・執行担当の統括入国警備官（那覇支局にあっては，警務・調査活動・

処遇・執行担当の統括入国警備官。以下「処遇担当統括Jという。）の指

揮監督の下に，看守勤務の入国警備官（以下「看守勤務者Jという 。）を

指揮監督し，被収容者の処遇及び収容場の秩序維持についてその責に任ず

るものとする。

2 看守責任者は，処遇担当統括が出張その他により不在の場合は，処遇担

当統括に代わってその職務を行うものとする。

（収容場の巡視）

第 3条 局長（那覇支局にあっては支局長。以下同じ。）は，随時収容場を

巡視し，被収容者の処遇を適正に行うよう留意するものとする。

2 首席入国警備官は随時収容場を巡視し，被収容者の処遇を適正かっ円滑

に行うよう留意するとともに，看守勤務者の看守状況につき指導監督する

ものとする。

3 処遇担当統括及び看守責任者は，随時収容場を巡視し，看守勤務者の看

守状況につき指導監督するものとする。

（意見聴取）

第4条 局長は，被収容者の処遇を適正かっ円滑に行うため，必要があると

認めるときは，被収容者から処遇上の意見を聴取するものとする。

2 前項の場合において，意見を聴取した場合には， その内容及び執った措

置を書面で記録に残さなければならない。
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第 2章収容

（収容の手続）

第5条 首席入国警備官は，新たに収容される者を収容場に収容するときは，

収容令書又は退去強制令書（以下「令書Jという。） を点検してその収容

が適法であることを確認し，入所票（第 1号様式）により局長の承認を受

けた上，処遇担当統括に対し，当該入所票を交付してその者の収容を指示

するものとする。

2 処遇担当統括は，前項の指示を受けたときは，令書その他関係害類の点

検を行い，その収容が適法であり，かつ，収容される者が人違いでないこ

とを確認しなければならない。

3 処遇担当統括は，男子と女子を分離して収容するものとする。

4 処遇担当統括は，前項の規定にかかわらず，女子被収容者に随伴する 6

歳未満の男児及び男子被収容者に随伴する 6歳未満の女児は，当該被収容

者と同室に収容するものとする。ただし， 6歳以上の者についても特別の

事情があると認められる場合には，局長の承認を受けて当該被収容者と同

室に収容することができる。

5 処遇担当統括は，執務時間外に新たに収容される者を収容場に収容する

ときは，首席入国警備官に報告し，その指示を受けなければならない。

（身体，所持品及び衣類の検査）

第 6条 処遇担当統括は，新たに収容される者を収容場に収容するときは，

処遇規則第 10条に規定する身体，所持品及び衣類の検査を行うものとす

る。

2 処遇担当統括は，前項の検査に当たっては，新たに収容される者にその

旨を告げ，身体については着衣の上から綿密に触手検査をし，所持品及び

衣類についてはその全てを提出させて検査しなければならない。ただし，

女子の被収容者の身体及び衣類の検査については，女子の入国警備官に行

わせるものとし，女子の入国警備官が不在の場合は，入国警備官以外の女
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子の職員に行わせるものとする。

（被収容者遵守事項等の告知）

第 7条 処遇担当統括は，新たに収容される者を収容場に収容するときは，

当該被収容者に対し，次に掲げる事項を告知し，被収容者遵守事項等告知

確認書（第 2号様式）に署名を徴するものとする。

( 1 ）次条に掲げる被収容者遵守事項（別表第 1) 

( 2 ）保安上文は衛生上の指示事項

（被収容者遵守事項）

第 8条 被収容者遵守事項は，処遇規則第 7条第 1項に規定するほか，次条

第 1項に規定する日課を守ることとする。

（被収容者の日課）

第 9条 被収容者の日課は，次の基準によるものとする。

7 a寺 起床

7時 30分 清掃

8時 朝食

8時 30分 朝の点、呼

1 2 日寺 昼食

1 7 日寺 夜の点呼

1 8時 夕食

2 2時 就寝

2 局長は，保安上文は衛生上必要があるときは，前項の日課を変更するこ

とができる。

（被収容者遵守事項等の掲示）

第 10条 被収容者遵守事項並びに面会者心得及び面会案内（別表第 2）は，

収容場の適当な場所に掲示するものとする。

（指紋及び写真）

第 11条 処遇担当統括は，処遇規則第 12条に規定する新たに収容される
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者の指紋の採取等を行う場合に，その者が 16歳に達しているか疑義があ

るときは，局長に報告し，その指示を受けなければならない。

第 3章 物品の領置及び返還

（物品の領置基準）

第 12条 処遇規則第 11条第 1項の規定により領置する物品は，次に掲げ

るものとする。

( 1 ）ナイフ，かみそり，はさみ，かん切り等の刃物類，その他その用法に

より殺傷行為，自損行為又は逃走行為に利用されるおそれのある金属製

品，ガラス製品文はひも類等

( 2 ）マッチ，ライタ一等の発火器具，火薬類，ガソリン等の引火物その他

火災文は爆発の原因となるおそれのあるもの

( 3 ）劇毒物及び睡眠薬，鎮静剤その他生命身体を害するおそれのある医薬

ロ
ロロ

( 4）酒類その他のアルコーノレ含有飲食物

2 処遇担当統括は，前項に掲げる物品以外の物品について，特に領置の必

要があると認めるときは，局長に報告し，その指示を受けなければならな

し、。

（領置手続以外の物品の保管）

第 12条の 2 局長は，被収容者から前条第 1項に掲げる物品以外の物品に

ついて保管の申出があったとき，又は収容場の管理運用上必要があると認

め，かっ，被収容者の同意が得られたときは，当該物品を領置品庫又は鍵

付きロッカーに保管することができる。

（執務時間外の物品の取扱い）

第 13条 出納員たる看守責任者は，執務時間外において現金を領置する必

要があるときは，歳入歳出外現金出納官吏が登庁するまでの間，当該現金

を一時保管するものとする。この場合において，歳入歳出外現金出納官吏

が登庁したときは，速やかに次条第 1項第 1号に基づく手続を執らなけれ
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ばならない。

2 領置物品取扱主任官の補助者たる看守責任者は，執務時間外において現

金以外の物品を領置する必要があるときは，物品一時保管簿（第 3号様式）

に所定事項を記載した上，領置物品取扱主任官が登庁するまでの間，当該

物品を一時保管するものとする。この場合において，領置物品取扱主任官

が登庁したときは，速やかに次条第 1項第 2号に基づく手続を執らなけれ

ばならない。

（領置後の手続）

第 14条 処遇担当統括は，被収容者の物品を領置したときは，次の各号に

定めるところにより措置するものとする。

( 1 ）現金については，領置決議書（領置金預り証控（処遇規則別記第9号

様式甲）をもって代える。）により局長の承認を受けた上，当該決議書

とともに歳入歳出外現金出納官吏に引き渡すこと。

( 2 ）現金以外の物品については，領置決議書（領置品預り証控（処遇規則

別記第 9号様式乙）をも って代える。）により局長の承認を受けた上，

当該決議書とともに領置物品取扱主任官に引き渡すこと。

2 歳入歳出外現金出納官吏は，前項第 1号の規定により現金を受領したと

きは，領置金収受簿（第 4号様式）及び領置金基帳（第 5号様式）に所定

事項を記載するとともに，領置決議書に基づき領置金預り証（処遇規則別

記第 9号様式甲）を作成の上，処遇担当統括を通じて当該被収容者に交付

するものとする。

3 領置物品取扱主任官は，第 1項第 2号の規定により物品を受領したとき

は，物品管理簿 ・物品出納簿（法務省所管物品管理事務取扱規程第 24号

様式）に所定事項を記載するとともに，領置決議書に基づき領置品預り証

（処遇規則別記第 9号様式乙）を作成の上，処遇担当統括を通じて当該被

収容者に交付するものとする。

（領置物品の廃棄及び換価）
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第 15条 領置物品取扱主任官は，処遇規則第 11条第 2項の規定により領

置した物品を廃棄し又は換価するときは，当該被収容者から領置品処分同

意書（第 6号様式）及び領置品預り証を提出させ，局長の承認を受けた上，

廃棄し又は換価し，領置品預り証の備考欄及び物品管理簿 ・物品出納簿の

てん末欄に当該領置物品を処分した旨及びその年月日を記載して押印する

とともに，換価した代金は当該被収容者に確認させた上，交付するものと

する。

2 前項の換価の手続については，会計法，予算決算及び会計令，契約事務

取扱規則及び法務省所管契約事務取扱規程の国の財産の売却に関する規定

を準用する。

（収容中の領置物品返還）

第 16条 処遇担当統括は，被収容者から領置した物品の全部又は一部の返

還申出があったときは，次の各号に定めるところにより措置するものとす

る。

( 1 ）領置金については，領霞金返還申出書（第 7号様式）及び領置金預り

証を提出させ，局長の承認を受けた上，歳入歳出外現金出納官吏に通知

すること。

( 2 ）領置品については，領置品返還申出書（第 8号様式）及び領置品預り

証を提出させ，局長の承認を受けた上，領置物品取扱主任官に通知する

こと。

2 歳入歳出外現金出納官吏は，前項第 1号の通知を受け被収容者に領置金

を返還するときは，全部返還にあっては次条第 1号に定める措置を執り，

一部返還にあっては，領置金預り証控に受領を証する署名を徴するととも

に領置金預り証に支払月日，支払高等を記載するものとする。

3 領置物品取扱主任官は，第 1項第 2号の通知を受け被収容者に領置品を

返還するときは，全部返還にあっては次条第 2号に定める措置を執り，一

部返還にあっては領置品返還申出書の領収欄に受領を証する署名を徴する
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とともに領置品預り証の備考欄及び物品管理簿 ・物品出納簿のてん末欄に

当該領置品を返還した旨及びその年月日を記載するものとする。

（出所時の領置物品返還）

第 17条 処遇規則第 39条の規定により被収容者に領置中の物品を返還す

るときは，次の各号に定めるところにより措置するものとする。

( 1 ）歳入歳出外現金出納官吏は，被収容者から領置金預り証と引き替えに

領置金を返還し，領置金預り証控に受領を証する署名を徴すること。

( 2 ）領置物品取扱主任官は，被収容者から領置品預り証と引き替えに領置

品を返還し，物品管理簿 ・物品出納簿に受領を証する署名を徴すること。

（逃走者等の遺留金）

第 18条 歳入歳出外現金出納官吏は，被収容者が逃走又は死亡したときは，

遺留に係る領置金は遺留金書留簿（第 9号様式）に所定事項を記載しなけ

ればならない。

第 4章避難

（避難）

第 19条 処遇担当統括は，非常災害に際し，被収容者を収容場以外の場所

に避難させる必要があると認めたときは，局長に報告し，その指示を受け

た上，被収容者を局長の指示する場所に避難させるものとする。

2 処遇担当統括は，前項の場合において，急速を要し，局長に報告するい

とまがないときは，被収容者を安全な場所に避難させた上，速やかに局長

にその状況を報告しなければならない。

3 処遇担当統括は，前2項により被収容者を避難させるときは，被収容者

に対し，災害の状況，避難の場所，係官の指示に基づき秩序ある行動を執

るべきこと等を説示し，最も安全な経路をもって速やかに避難場所に護送

しなければならない。

4 処遇担当統括は，第 1項及び第 2項により被収容者を避難させる場合に

おいて，必要と認めるときは，局長に報告し，その指示により戒具を使用
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するものとする。ただし，急速を要し，局長に報告するいとまがないとき

は，その指示を受けることを要しない。

5 前項ただし書の規定により戒具を使用した場合，処遇担当統括は，速や

かに局長にその状況を報告し，その指示を受けなければならない。

（一時解放）

第 20条 処遇担当統括は，非常災害に際し，前条による避難の手段がなく，

かつ，被収容者を他の場所に護送するいとまがないと認めるときは，局長

に報告し，その指示により被収容者を一時解放するものとする。ただし，

急速を要し，局長に報告するいとまがないときは，その指示を受けること

を要しない。

2 前項ただし書の規定により 一時解放を行った場合，処遇担当統括は，速

やかに局長にその状況を報告し，その指示を受けなければならない。

3 処遇担当統括は，第 1項により被収容者を一時解放するときは，被収容

者に対して指定した口時（特に事情がなければ，解放日の翌日午後 5時と

する。）までに指定した場所に出頭するよう指示し，できる限り 一時解放

証明書（第 10号様式）を交付するとともに，解放した旨を直ちに所轄警

察署等関係機関に通報するものとする。

第 5章保安

（制止等の措置）

第 21条 入国警備官は，被収容者に対し，被収容者遵守事項を遵守させる

ため必要な指導を行うものとする。

2 入国警備官は，被収容者が被収容者遵守事項に違反する行為をし，文は

違反する行為をしようとするのを発見したときは，処遇規則第 17条の 2

に規定する措置を講じるとともに，直ちに看守責任者に報告しなければな

らない。

（制止等の措置後の報告）

第 22条 入国瞥備官は，処遇規則第 17条の 2に規定する措置のうち，制
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止及びその他の抑止するための措置を執ったときは，制止等の措置報告書

（第 11号様式）により，速やかに局長に報告しなければならない。

（隔離）

第 23条 処遇担当統括は，処遇規則第 18条に基づき被収容者を隔離する

必要があると認めるときは，隔離理由及び期限等について意見を付して局

長に報告し，その指示を求めるものとする。

2 前項の場合において，局長は，隔離相当と認めるときは，隔離言渡書（第

1 2号様式）を作成の上，これを処遇担当統括に交付して隔離を指示する

ものとする。

3 処遇担当統括は，被収容者を隔離するときは，当該被収容者に対し，隔

離言渡書を読み聞かせなければならない。ただし，急速を要するときは，

隔離した後読み聞かせることができる。

4 処遇担当統括は，被収容者の隔離中における行状等を随時局長に報告し，

必要な指示を受けるものとし，看守勤務日誌に記載しなりればならない。

5 処遇担当統括は，隔離の必要がなくなったと認めるときは，直ちに局長

に報告し，その指示を求めなければならない。

6 前 2項の場合において，局長は，隔隣の必要がなくなったと認めたとき

は，直ちに処遇担当統括に隔離の中止を指示するものとする。この場合，

処遇担当統括は，直ちに隔離を中止しなければならない。

7 処遇担当統括は，隔離期限が到来したときは，被収容者の隔離を解除す

るものとする。

（緊急時の隔離）

第 24条 処遇担当統括は，処遇規則第 18条第 2項に基づき被収容者を隔

離したときは，速やかに隔離理由及び期限等について意見を付して局長に

報告し，その指示を求めるものとする。

2 前項の場合において，局長が隔離を相当と認めた場合は，前条第 2項の

規定を準用する。
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3 第 1項の場合において，局長が隔離を相当と認めないときは，処遇担当

統括は直ちに隔離を解除しなければならない。

（隔離の継続）

第25条 処遇担当統括は，隔離期限を超えて引き続き被収容者を隔離する

必要があると認めるときは，その理由及び新たな隔離期限等について意見

を付して局長に報告し，その指示を求めるものとする。

2 前項の場合において，局長は，引き続き隔離することを相当と認めると

きは，隔離継続言渡書（第 12号の 2様式）を作成の上，これを処遇担当

統括に交付して隔離の継続を指示するものとする。

3 処遇担当統括は，前項の隔離の場合には，当該被収容者に対し，隔離継

続言渡書を読み聞かせなければならない。

（戒具の使用）

第 26条 入国警備官は，被収容者に対し戒具を使用する必要があると認め

るときは，局長に報告し，その指示を求めるものとする。

2 入国警備官は，被収容者に対し戒具を使用したときは，その理由，使用

期間及び戒具の種類等を看守勤務日誌に記載しなければならない。

（緊急時の戒具の使用）

第 27条 入国警備官は，処遇規則第 19条ただし書に基づき被収容者に対

し戒具を使用したときは，速やかに局長に報告し，その指示を求めるもの

とする。

2 前項の場合において，局長が戒具の使用を認めないときは，処遇担当統

括は，直ちに戒具の使用を解除しなければならない。

第6章給養及び衛生

（寝具の貸与）

第 28条 処遇担当統括は，被収容者に寝具を貸与したときは，被収容者物

品貸与簿（処遇規則別記第 7号様式）に所定事項を記載し，かつ，受領欄

に受領を証する署名を徴するものとする。

－EE
－－
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2 被収容者一人につき貸与する寝具の数量は，次に掲げる基準とし，当該

被収容者が出所するときに返還させるものとする。

( 1 ）マットレス

( 2 ）毛布

ア 夏期（ 6月 1日から 9月 30日）

イ 夏期以外の期間

( 3 ）枕

( 4 ）枕カバー

( 5 ）敷布

（衣類及び日用品の給与）

2枚以上 5枚以下

2枚以上 10枚以下

1個

1枚

1枚

第 29条 処遇担当統括は，処遇規則第 23条に規定する衣類及び日用品の

給与を必要と認める被収容者があるときは，局長の承認を受けた上，給与

するものとする。

2 前項の規定により給与する物品の品目 ，数量及び使用期間は，その都度

局長が定める。

3 処遇担当統括は，被収容者に衣類及び日用品を給与したときは，被収容

者物品給与簿（処遇規則別記第8号様式）に所定事項を記載し，かつ，受

領欄に受領を証する署名を徴さなければならない。

（物品の使用）

第 30条 処遇規則第 24条第 1項に規定する物品の品目は，次に掲げるも

のとし，数量及び使用期間は，その都度局長が定める。

( 1 ）食車

( 2 ）椅子

( 3 ）食器

ア椀

イ皿

ウ 箸又はスプーン及びフォーク
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( 4 ）理容用具

アはさみ

イ バリカン

ウくし

エ へアーブラシ

オ 電気シェーバー

( 5 ）運動用具

ア バレーボール

イ バスケットボール

ウ サッカ｝ボール又はリフテイングボール

( 6 ）娯楽用具

ア 囲碁盤及び同石

イ 将棋盤及び同駒

ウ トラ ンプ

エオセロ

オチェス

カテレビ

( 7 ）図書

( 8 ）掃除用具

アほうき

イ ちり取り

ウ ノくケツ

エ雑巾

オくず能

カ トイレブラシ

( 9 ）洗面用具

コップ

丹
、

υ
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2 処遇担当統括は，被収容者から前項の理容用具，運動用具及び娯楽用具

の使用の申出があったときは，局長に報告し，その指示を受けた上，使用

させるものとする。

3 処遇担当統括は，前項により被収容者に理容用具としてはさみ及びパリ

カンを使用させるときは，監視を厳重にし，事故の防止に努めるとともに，

使用後は直ちにこれを回収した上，使用者名，使用品，使用場所及び使用

時間を看守勤務日誌に記載しなければならない。

（検食）

第 31条 会計課長（那覇支局にあっては総務課長。），首席入国警備官又

は処遇担当統括は，被収容者に対する給食の都度これを検食し，かつ，被

収容者給検食簿（処遇規則別記第6号様式）に検食意見を記載して局長に

報告するものとする。ただし，執務時間外における検食は，看守責任者が

行うものとする。

（運動）

第 32条 被収容者には，毎日の勤務時間内又は局長が別に定める時間にお

いて，戸外運動場で運動する機会を与えるものとする。ただし，荒天のと

き又は収容場の保安上若しくは衛生上支障があるときは，この限りではな

し、。

2 看守責任者は，被収容者が運動するときは，あらかじめ戸外運動場を点

検し，保安上支障があると認められる物品及びその他異状がないことを確

認した上，被収容者を戸外運動場に出し，かつ，運動時間中は看守勤務者

をその監視に当たらせなければならない。

3 看守責任者は，運動のため，被収容者を戸外運動場に出すとき及び運動

終了後被収容者を収容場に収容するときは，その人員及び所持品等を確認

しなければならない。

（衛生）

第 33条 被収容者には， 1週間に 2回以上入浴する機会を与えるものとす
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る。

2 前項の場合において，女子の被収容者の入浴の立会いが必要な際は，女

子の入国警備官に行わせるものとし，女子の入国警備官が不在の場合は，

入国警備官以外の女子，の職員に行わせるものとする。

3 居室の消毒及び寝具の交換文は洗濯は，次の基準によるものとする。

( 1 ）居室の薬物消毒 毎年 2回以上

( 2 ）毛布の交換又は洗濯

( 3 ）枕カバーの交換

( 4 ）敷布の交換又は洗濯

（診療）

第 34条 処遇担当統括は，被収容者がり病し若しくは負傷したとき又は被

3か月に 1回以上

毎月 1回以上

毎月 1回以上

収容者から医師の診療の申出があったときは，局長に報告し，その指示を

受けるものとする。

2 処遇担当統括は，前項の場合において，急速を要し，局長に報告するい

とまがないときは，直ちに医師の診療を受けさせた上，速やかに局長にそ

の状況を報告しなければならない。

3 処遇担当統括は，被収容者から自費による診療の申出があったときは，

当該被収容者の症状及び診療の必要性等について意見を付して局長に報告

し，その指示を受けるものとする。

4 入国警備官は，前 3項により被収容者が医師の診療を受けるときは，こ

れに立ち会い，逃走その他の事故の防止に当たるとともに，担当医師から

所見を徴し，当該被収容者の病状及び診療状況等を診療結果報告書（第 1

3号様式）及び被収容者診療簿（処遇規則別記第 3号様式）により局長に

報告しなければならない。

5 処遇担当統括は，救急常備薬を保管し，被収容者にこれを授与したとき

は，その都度救急常備薬投与簿（第 14号様式）に所定事項を記載すると

ともに，その使用状況を確認しなければならない。
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6 第 1項ないし第 3項の規定により，被収容者に診療を受けさせた場合は，

第6条第 1項の規定を準用する。

第 7章 面会，物品の授与及び通信

（領事官等との面会）

第 35条 処遇担当統括は，被収容者に対し，処遇規則第 33条第 1項に規

定する領事官等（以下「領事官等Jという。）から面会の申出があったと

きは，面会・物品授与許可申出書（第 15号様式）を提出させた上，局長

に報告し，その指示を受けて面会者及び被収容者に面会時間，面会場所及

び面会心得を告知し，面会させるものとする。

2 処遇担当統括は，前項により面会させるときは，あらかじめ面会の場所

を検分して，保安上の事故の防止について必要な措置を執るとともに，入

国瞥備官に対し，看守に適当な場所及び看守上必要な事項を指示しなけれ

ばならない。

3 処遇担当統括は，局長からの指示を受けた場合は，面会終了後，被収容

者面会簿（処遇規則別記第4号様式）に所定事項を記載し，局長に報告し

なければならない。

4 第 1項の規定によ り，被収容者を面会させた場合は，第 6条第 1項の規

定を準用する。

（領事官等以外の者との面会）

第 36条 処遇担当統括は，被収容者に対し，処遇規則第 34条第 1項に規

定する領事官等以外の者（以下「領事官等以外の者Jという。）から面会

の申出があったときは，面会 ・物品授与許可申 出書（第 15号の 2様式）

を提出させ，所定事項を聴取した上，局長に報告しなければならない。

2 処遇担当統括は，前項の場合において，局長が面会を許可したときは，

面会者及び被収容者に面会時間及び面会者心得を告知し，入国警備官を立

ち会わせて面会室において面会させるものとする。ただし，局長が立会い

の必要がないと認めるときは，入国警備官を立ち会わせないものとする。
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3 入国警備官は，前項の規定により面会に立ち会うときは，面会者及び被

収容者の動静の監視並びに会話の聴取に適当な場所に位置して，保安上の

事故の防止に努めるとともに，面会者又は被収容者が保安上支障がある行

為をしたときは，直ちにこれを制止し，制止に従わないときは，面会を中

止させた上，局長にその状況を報告し，じ後措置について指示を受けなけ

ればならない。

4 入国警備官は，面会の立会いに当たったときは，面会終了後，被収容者

面会簿に所定事項及び同備考欄に面会内容の要旨を記載し，局長に報告し

なければならない。

5 第 1項の規定により，被収容者を面会させた場合は，第 6条第 1項の規

定を準用する。

（面会の時間）

第 37条 面会の時間は，原則として 30分以内とするものとする。ただし，

第 35条第 1項に規定する領事官等との面会時間は，その都度局長が定め

る。

（面会の時限）

第 38条 面会は，執務時間内に行わせるものとする。

2 看守責任者は，執務時間外に面会を申し出た者がある場合において，急

速を要し，かつ，やむを得ない事情があると認めるときは，首席入国警備

官に報告し，その指示を受けなければならない。

（物品の購入）

第 39条 処遇担当統括は，被収容者から自費による物品の購入の申出があ

ったときは，物品購入許可申出書（第 16号様式）を提出させた上，局長

に報告しなければならない。

2 処遇担当統括は，前項による報告に対し，局長から物品購入の許可があ

ったときは，当該被収容者に許可に係る物品を購入させるものとする。

（物品の授与）

司，．
1
S
A
 



第40条 処遇担当統括は，被収容者に対し物品の授与を申し出た者があっ

たときは，面会・物品授与許可申出書（第 15号又は 15号の 2様式）を

提出させた上，局長に報告しなければならない。

2 処遇担当統括は，前項による報告に対し，局長から物品授与の許可があ

ったときは，当該物品を当該被収容者に交付した上，面会・物品授与許可

申出書の受領欄に受領を証する署名を徴するものとする。

（物品の送付）

第 41条 処遇担当統括は，被収容者に対し物品送付があったときは，受領

すべき被収容者を立ち会わせて開披し，その内容を検査しなければならな

し、。

2 処遇担当統括は，前項の場合において，当該被収容者から送付物品交付

許可申出書（第 18号様式）を提出させた上，局長に報告しなければなら

ない。

3 処遇担当統括は，前項による報告に対し，局長から物品交付ーの許可があ

ったときは，当該物品を当該被収容者に交付した上，送付物品交付許可申

出書の受領欄に受領を証する署名を徴するものとする。ただし，許可に係

る物品が第 12条に規定する物品である場合は，直ちに領置手続を執らな

ければならない。この場合においては，第 14条第2項及び第 3項の規定

を準用する。

4 処遇担当統括は，第2項による報告に対し，局長から当該物品を交付せ

ず送付者に返還するよう指示があったときは，速やかにこれを当該送付者

に返還するものとする。ただし，当該送付者に返還できなかったときは，

局長の承認を受けて当該物品を当該被収容者に交付した上，直ちに領置手

続を執るものとする。この場合においては，第 14条第 2項及び第 3項の

規定を準用する。

（通信文の発受）

第42条 処遇担当統括は，被収容者から通信文の発信の申出があったと き

-18 -



文は被収容者宛てに通信文の送付があったときは，被収容者郵便物発受信

簿（処遇規則別記第 5号様式）に所定事項を記載して局長に報告し，その

指示を受けた上，当該通信文を発送又は当該被収容者に交付するものとす

る。

2 処遇担当統括は，前項による報告に対し局長からの指示を受けて通信文

について保安上必要があるものとしてその内容を調査したときは，その結

果を局長に報告しなければならない。

3 処遇担当統括は，前項による報告に対し，局長から当該通信文について

訂正，削除，抹消又は領置するよう指示を受けたときは，その措置を講じ

た上，被収容者郵便物発受信簿の備考欄にその旨記載しておかなければな

らない。

（執務時間外の通信文の発受）

第43条 看守責任者は，執務時間外に被収容者から通信文の発信の申出が

あった場合文は被収容者宛てに通信文の送付があった場合において，急速

を要し，かつ，やむを得ない事情があると認めるときは，首席入国警備官

に報告し，その指示を受けなければならない。

（電話による通信）

第 44条 処遇担当統括は，被収容者から電話による通信許可の申出があっ

たときは，被収容者申出書（第 19号様式）を提出させた上，局長に報告

し，その指示を受けなければならない。

2 処遇担当統括は，被収容者に対し電話による通信許可の申出があったと

きは，局長に報告し，その指示を受けなければならない。

3 処遇担当統括は，前 2項について，局長が許可したときは，当該被収容

者に通信させるものとする。この場合において，これに立ち会い，被収容

者電話記録書 （第 20号様式）に通信の要旨を記載し，局長に報告しなけ

ればならない。

（執務時間外の電話による通信）
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第45条 看守責任者は，執務時間外に被収容者から電話による通信許可の

申出があった場合又は被収容者に対し電話による通信許可の申出があった

場合において，急速を要し，かつ，やむを得ない事情があると認めるとき

は，首席入国警備官に報告し，その指示を受けなければならない。

第8章出所

（出所の手続）

第46条 首席入国警備官は，被収容者を仮放免，放免，移送，送還又は逮

捕等により収容場から出所させるときは，出所票（第 21号様式）により

局長の承認を受けた上，処遇担当統括に対し，当該出所票を交付して当該

被収容者の出所を指示するものとする。

2 処遇担当統括は，前項の指示を受けたときは，被収容者名簿その他の関

係書類により人違いでないことを確認した上，当該被収容者を出所させな

ければならない。ただし，被収容者を移送又は送還により出所させたとき

は，当該被収容者を護送する入国警備官に引き渡さなければならない。

3 処遇担当統括は，前項の場合において，被収容者から貸与品を返還させ

なければならない。

4 第 2項の出所においては，第6条第 1項の規定を準用する。

第 9章雑則

（被収容者の申出による外出）

第47条 首席入国警備官は，被収容者から外出許可の申出があったときは，

その要旨を被収容者申出書に記載させ，当該申出の内容を検討し，意見を

付して局長に報告しなければならない。

2 首席入国警備官は，前項による外出の許可があったときは，処遇担当統

括に対し，外出票（第 22号様式）を交付して当該被収容者の外出を指示

するものとする。

3 処遇担当統括は，前項の指示を受けたときは，人違いでないことを確認

した上，当該被収蒋者を護送する入国警備官に引き渡し，外出させなけれ
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ばならない。

4 前項により外出させた被収容者が帰所した場合には，第6条第 1項の規

定を準用する。

（違反調査等のための外出）

第48条 首席入国警備官は，違反調査又は送還手続その他の必要により被

収容者を外出させるときは，外出票により局長の承認を受けた上，処遇担

当統括に対し，当該外出票を交付して当該被収容者の外出を指示するもの

とする。

2 前項により被収容者を外出させる場合には，前条第 3項の規定を，前項

により外出させた被収容者が帰所した場合には，第6条第 1項の規定をそ

れぞれ準用する。

（出場）

第49条 首席入国警備官は，違反審判要領第2章第 2節第 7の 1の規定に

より入国審査官又は特別審理官から被収容者の護送を求められたとき又は

違反調査，送還手続，難民認定等の事務その他の必要により当該被収容者

を収容場から出場させるときは，処遇担当統括に対し，出場票（第 23号

様式）文は護送依頼書（違反審判要領別記第4号様式）を交付して当該被

収容者の出場を指示するものとする。

2 前項により被収容者を出場させる場合には，第47条第 3項の規定を，

前項により出場させた被収容者が入場した場合には，第 6条第 1項の規定

をそれぞれ準用する。

（被収容者の申出等に対する措置）

第 50条 処遇担当統括は，被収容者から処遇規則第41条に規定する申出

又は請求があったときは，その要旨を被収容者申出書に記載させ，当該申

出の内容を検討し，意見があればこれを付して局長に報告するものとする。

2 処遇担当統括は，前項の申出又は請求に対する処置を当該被収容者に告

知するとともに，被収容者申出書の措置欄に記載しておくものとする。

唱
E
ム
nJ白



附則（平成 10年 9月 1日司Ii令第4号）

この訓令は，平成 10年 9月 1日から施行する。

附貝lj （平成29年 5月 18日司Ii令第 2号）

この司｜｜令は，平成 29年 5月 18日から施行する。

附則（平成 31年 3月 28日訓令第 1号）

この司11令は，平成 31年 4月 1日から施行する。

附員IJ （令和 2年 9月 7日訓令第 1号）

この訓令は，令和 2年 9月 7日から施行する。

内ノ“
円
ノ
臼



別表第1 （第7条関係）

被収容者遵守事項

下記に掲げる事項は，収容所（収容場）の安全と秩序を保つため及び収容所（収容場）

における生活を円滑に行うための必要な「遵守事項Jです。そのため，これらの事項を

遵守しなければなりません。

また，他の被収容者に対し遵守事項に違反することをあおったり，唆したり，援助し

てもいけません。

さらに，日本国の刑罰法令に触れる行為をした場合には，処罰されることもあります。

記

1 逃走し，又は逃走することを企てないこと。

2 自損行為をし，文はこれを企てないこと。

3 他人に対し危害を加え，又は危害を加えることを企てないこと。

4 他人に対する迷惑行為をしないこと。

5 収容所等の設備，器具その他の物を損壊しないこと。

6 許可を得ないで，外部の者との物品の接受をしないこと。

7 凶器，発火物その他の危険物を所持，使用しないこと。

8 職員の職務執行を妨害しないこと。

9 整理整頓及び清潔の保持に努めることU

10 日課を守ること。

日課は，次の基準による。

7時 起床

7時30分 清掃

8時 朝食

8時30分

1 2時

1 7日寺

1 8日寺

2 2時

朝の点呼

昼食

夜の点呼

夕食

就寝



別表第2 （第10条関係）

面会者心得

1 面会時間を厳守すること。

2 係官に無断で物品の授受を行わないこと。

3 暗号，隠語等を使用し，又はその他の方法で通謀を図ろうとする行動を執らない

こと。

・4 以上のほか，すべて係官の指示に従うこと。

以上の各項目に違反した場合は，面会を中止させることがある。

面会案内

1 被収容者との面会又は物品の授受を希望される方は，受付に申し出て必要な手続

を執ってください。

2 面会を希望される方は，在留カード，特別永住者証明書又は旅券その他身分を証

明する文書を提示してください。

3 面会の受付は，土曜日，日曜日及び休日を除く日の9時00分から 16時30分

までです。

4 商会時間は，原則として 30分以内です。

5 面会の際には，カメラ，ビデオカメラ，録音機及び携帯電話の持込みゃ使用はご

遠慮願います。



第 1号様式（第5条関係）

局長 次長

入 所 東

年 月 日
型車 ・執行

担当証括

処遇 ・執行担当統括入国警備官殿

警備部門首席入国警備官

看守

下記の者の入所を指示する。 責任者

被収容者身分事項等 入所 居室
看守

国籍 ・地域 氏 名 性別 年齢 適条 受入先 日時 番号
勤務者

月 日

時分

月 日

時分

月 日

時分

月 日

時分

月 日

時分



第2号様式（第7条関係）

被収容者遵守事項等告知確認書

年月日

福岡出入国在留管理局長殿

私は，被収容者処遇規則第7条第3項の規定に基づき，被収容者遵守事項等の告知

を受けました。

1 匡籍・却蛾

2 氏名

男・女

3 生年月日

年 月 日

本人

署名

ノ



第3号様式（第13条関係）

物品 時保管簿

看守責任者

一 時保管年月日時分 違反条項 国籍・地域 被収容者氏名

年 月 日 条項

時 分 号

ロロロ 目 員 数 ロロ口 目 員 数

摘要



第 4号様式（第 14条関係）

領 置 金 収 受 簿

受入年月 日 適 要 金 額 受入番号 氏 名 及 び 認 言正

備考

本簿は，会計年度毎に合計し継続使用することができる。



第5号様式（第14条関係）

領置金基帳

収容年月日 出所年月日 違反条項 国籍・地域 氏 名

条項

年月 日

号

年月 日 摘 要 受入 払出 残高



第6号様式（第15条関係）

局長 次長
会計 領置物品 警備部門 処遇・執行
課長 取扱主任官 首席 担当統括

領置品処分同意 書

、
年 月 日

福岡出入国在留管理局長殿

号室

国籍 ・地域

被収容者氏名

下記の物品の 廃換価棄 処分に同意します。

ロロロ 目 員 数
廃棄・換価

備 ~ラι 
の 5JIJ 



第7号様式（第16条関係）

普信部門｜処遇・執行｜看 守
局長｜次長｜ ｜ ｜ ｜取扱者

首席｜担当証括｜責任者

領 置金 返 還 申出 書

福岡出入国在留管理局長殿

国籍・地域

被収容者氏名

下記のとおり領置金を返還願います。

返還申出金額

返還申出理由

歳入歳出外

現盆却崎吏

年月日

号室

円



第8号様式（第16条関係）

局長 次長
警告部門 処遇・執行 看守

取扱者
領置物品

首席 担当統括 責任者 取扱主任官

領置品返還申出書

司．

年 月 日

福岡出入国在留管理局長殿

号室

国籍・地域

被収容者氏名

下記のとおり領置品を返還願います。

返還申 出品 目 員 数 返還申 出理由

上記の物品を受領しました。

年 月 日

被収容者氏名



第 9号様式（第 18条関係）

遺 留 金 書 留 簿

氏 名

国籍・地域 逃走・死亡年月日 年 月 日逃走 ・死亡

遺 留 金 金 円 1、コ墨... 反 条 項 条 項

処 分

てん末

備 考

備考

1 本簿は，領置金基帳に基づき 逃走者又は死亡者にかかる領置金について登記する。

2 処分のてん末の欄には，処分の経緯を詳記する。

一一一

号



第 10号様式（第20条関係）

一一陣寺角寧方交誼E旬月 書宰

本証明書を所持する者は，被収容者処遇規則（昭和56年法務省令第59号）第

1 7条の規定に基づき，非常災害のため当局収容場から一時解放した被収容者であ

る。

解放された被収容者は，非常災害が発生した日の翌日午後5時までに福岡出入国

在留管理局に出頭を義務づけられている者である。

年月 H

福岡出入国在留管理局長 印



第11号様式（第22条関係）

号館部門｜処遇・執行｜看 守
局長｜次長｜ ｜ ｜ 

首席｜担 当統括｜責任者

制止等の措置状況報告書

年月日

福岡出入国在留管理局長殿

入国警備官

下記の被収容者に対し，被収容者処遇規則第17条の2に規定する措置を執っ

たので，次のとおり報告します。

国籍・地域

国籍 ・地域

氏 名

被収容者氏名
I 

年 齢 歳

年齢 ・性別

a性 1.111 男 ． 女

報 tロヒ 事 項

日 自 年 月 日 時 分

至 年 月 日 時 分

違反場所



被収容者遵守事

項違反と認めた

理由

制止等の措置状況

その他

参考事項



第12号様式（第23条関係）

隔 南佐 にコ 渡 書

被収容者氏名

国籍・地域

性別・年齢 男 ． 女 歳

隔 離 理 由

適 用 条 文 被収容者処遇規則j第 18条第 1項第 % 

隔 離 期 限
年 月 日 時 分から

日（時間））
年 月 日 時 分まで（

隔 高佐 場 所

備 考

上記により隔離する。

年 月 日

福岡出入国在留管理局長 i=n 

提
年 月 日 日寺 分

刀て
入国警備官 印



第12号の2様式（第25条関係）

隔 離 京佐 形.／，.，｝.瓜~ 一一一一 渡 童Eヨにコ

被収容者氏名

国籍・地域

性別・年齢 男 ． 女 歳

隔離を継続する

理 由

適用条文 被収容者処遇規則第18条第1項第 % 
年 月 日 時 分から

隔離言渡期限
日寺

日（時間））
年 月 日 分まで

新たな隔離期限 年 月 日 時 分まで（通算 日（時間））

隔離場所

備 考

上記により隔離を継続する。

年 月 日

福岡出入国在留管理局長 i=n 

年 月 日 時 分

提 刀可

入国警備官 印



第 13号様式（第34条関係）

会 計｜普信部門｜担遇・執行｜看 守
局長｜次長｜ ｜ ｜ ｜ 

課長｜首 削担当統括｜責任者

診療結果報告書

年月日

福岡出入国在留管理局長殿

入国警備官

下記の被収容者に対する診療結果について，次のとおり報告します。

被収容者氏名

（男・女） 歳

性別・年齢

報 止ヒ 事 項p 

年 月 日

所在地

医院（ 科）

診療病院

病院（ ．科）

医師名



病名及び症状

治療 状 況

医師 の 所見

そ の 他

（投票 ・治療費等）



第 14号様式（第 34条関係）

救急常備薬投与簿

局 長 次 長
警信部門 処遇 ・急行看守

取扱者 投与日時 被収容者氏名 薬品名 数量 症状等
首 席 担当統括 責任者

月 日
時 分

月 日
時 分

月 日
時 分

月 日
時 分

月 日
時 分

月 日
時 分



第 15号様式（第35条及び40条闘係）

局 長 次 長 手警備部門首席 組晶・執行担当統指 看守責任者 取扱者

面 ~』;; ． 物 ロロロ 授 与 許 可 申 出 書
APPLICATION FOR AN INTERVIEW AND PRESENTATION OF ARTICLES 

年 月 臼

DATE: 

被収容者氏名 国籍・地域 NATIONALITY /REGION 
NA阻 OF （男 . k) 
DETAINEE (M  F ) 

申 出 者 APPLICANT 

国籍・地域

NATIONALITY /REG fON 
住 所
ADDRESS IN JAPAN (TEL) 

勤務先

PLACE OF EMPLOYMENT (TEL) 

ふりがな
氏 名 （男 ・ 女）
NAME IN FULL ( M . F ) 

生年月日 DATE OF BIRTH ， 

被収容者との関係

RELATIONSHIP 
身分証明書の 口在留カード RESIDENCECARD 口 旅券 PASSPORT

種類 ・番号 口特別永住者証明書 SPECIALPERMANENTRESIDENT CERTIFICATE 
TYPE ・ NUMBER OF 口その他 OTHERS

IDENTIFICATION CARD NO. 

面会の用件
口 訴訟関係 口 その他（ 予定時間（ 分）

PURPOSE 
！被収容者処遇規則第33条第2項に基づく指定｝

面会室において，パソコン，携帯笛話，カメラ，ビデオカメラ及び録音機等の電子機器による

録画，録音，通信及び通話は認めません。

（以下のいずれかにチェックしてくださし、）

口 上記指定の内容を理解した上で面会時にパソコン等の電子機器を使用する。

口 面会時にパソコン等の電子機器を使用しない。

授 日ロロ 目 ARTICLE 員数 NUMBER ロロロ 目 ARTICLE 員数 NUMBER

与
① ④ 

② ⑤ 
ロロロ
＠ 信）

王胃 金（CASH) ￥ 円
上記物品（金）を受領しました。

I HEREBY ACKNOWLEDGE THE RECEIPT OF THE ABOVE ARTICLES/MONEY. 
年 月 日 DETE: 

被収容者氏名 NAME OF DETAINEE: 
，届ー・ー． 用 記 報欄 FOR OFFICIAL USE ONLY 

面会時間
時 分 から

立会
H寺 分 まで

本人渡 し 担当官 領 置 担当官

物品 物品

現金 円 現金 円



第1Q号の2様式（第36条及び40条関係）
局 長 次 長 警備部門首席 組J!!i・執行担当統括 看守責任者 取扱者

面 必-:z:;』~ ． 物 ロロロ 授 与 許 可 申 出 書
APPLICATION FOR AN INTERVIEW AND PRESENTATION OF ARTICLES 

年 月 日

DATE: 
被収容者氏名 国籍・地域 NATIONALITY /REGION 
NAME OF （男・女）

DETAINEE (M  F ) 

申 出 者 APPLICANT 
国籍 ・地域

NATIONALITY /REGION 
住 所

ADDRESS IN JAPAN (TEL) 
勤務先

PLACE OF EMPLOYMENT (TEL) 
ふりがな
氏 名 （男・女）
NAME IN FULL (M ・ F ) 

生年月日 DATE OF BIRTH ， ， 

被収容者との関係

RELATIONSHIP 
身分証明書の 口在留カー ドRESIDENCECARD 口旅券 PASSPORT
種類・番号 口 特別永住者証明書 SPECIALPERMANENTRESIDENT CERTIFICATE 
TYPE ・ NUMBER OF 口 その他 OTHERS
IDENTIFICATION CARD NO. 
面会の用件

PURPOSE 

授
ロロロ 目ARTICLE 員数 NUMBER 品 目 ARTICLE 員数 NUMBER

① ④ 
与
② ⑤ 

ロEロ’ ③ ⑥ 

現 金（CASH) ￥ 円
上記物品（金）を受領しました。

I HEREBY ACKNOWLEDGE THE RECEIPT OF THE ABOVE ARTICLES/MONEY. 
年 月 日 DETE: 

被収容者氏名 NA11飽 OFDETAINEE: 
'§ ム， 用 記載 欄 FOR OFFICIAL USE ONLY 

面会時間
時 分 から 立会
H寺 分 まで

本 人 渡 し 担当官 領 置 担当官

物品 物品

現金
円

現金
円



第16号様式（第39条関係）

局長 次長
警情部門 処遇・執行 看守

取扱者
首席 担当統括 責任者

物品購入許可申 出書

年 月 日

福岡出入国在留管理局長殿

号室

国籍・地域

被収容者氏名

下記の物品を購入願います。

品 目 員数 価 格 備 2 考



第 18号様式（第41条関係）

局長 次長
警備部門 処遇・執行 看守

取扱者
首席 担当統括 責任者

送付物品交付許可申出書

年 月 日

福岡出入国在留管理局長殿

号室

国籍 ・地域

被収容者氏名

月 日 から私宛てに送付のあった下記の物品（金）

を交付願います。

ロロn 目 員数 ロロロ 目 員数

現 金 円

上記の物品（金）を受領しました。

年 月 日

被収容者氏名



第 19号様式（第44条関係）

局長 次長
警！i部門 処遇・執行 看守

取扱者
首席 担当統括責任者

被収容者申出書

被収容者 号室 国籍・地域

氏 名

申出年月日 年 月 日

申 出の

内 容

措 置



第20号様式（第44条関係）

局長 次長
警信部門 処遇・執行 看守

首席 担当統括 責任者

被収容者電話記録書

被収容者 号室 国籍・地域

氏 名

時 分から 立会

通信日時 年 月 日

時 分まで 係官

通 氏 名

住 所

者 電話番号 （電話）

要 ヒ日::. 

備 考



第 21号様式（第 46条関係）

局長 次長

出 所 葉

年 月 日
担遇・弘行

担当証括

処遇・執行担当統括入国警備宮 殿

警備部門首席入国警備官 看守

責任者

下記の者の出所を指示する。

被収容者身分事項等 出 所 同 所
看守

勤務者

国籍・地域 氏 名 性別 年齢
理 由 日 時

月 日

H寺 分

月 日

時 分

月 日

日寺 分

月 日

日寺 分

月 日

日寺 分

月 日

If寺 分



第22号様式（第47条関係）

局長 次長

外 出 E河Zてi 

年 月 日 処遇・執行

担当統括

処遇・執行担当統括入国警備官殿

警備部門首席入国警備官 看守

責任者

下記の者の外出を指示する。

被
看守

国籍・地域
勤務岩収

在~与・ 氏名

者 性別 （男 ・女）

身

分 年齢

事

項 適条

外出理由

外出先

外出月日 年 月 日

午前
外出時間

午後
時 分

午前
再収容時間

午後
時 分

護送官



第23号様式（第49条関係）

出 場 票

年 月 日 担遇・執行

担当統括

処遇・執行担当統括入国警備官殿

警備部門首席入国警備官 看守

責任者

下記の者の出場を指示する。

看守

勤務者

4長 国籍・地域
収
廿,.,.,. 氏名

者 性別 （男・女）

身

分 年齢

事

項 適条

出場理由

出場先

出場月日 年 月 日

出場時間
午前

時 分
午後

再収容時間
午前

時 分
午後

護送官


